






































際統合報告評議会（International Integrated Reporting Committee，翌年より
















































（KPMG, 2015, pp. 16-17）。
　〈IR〉フレームワークは，統合報告書の目的を「財務資本の提供者に対し，
組織がどのように長期にわたり価値を創造するかを説明すること」（IIRC, 






をアウトプット及びアウトカムに変換するシステム」（IIRC, 2013 日本語版, 
図表１　IIRC フレームワークが示唆する価値創造プロセス




















































































































































設けるとった活用事例（伊藤・清水・長谷川, 2001），さらには BSC の縦軸を
貫く戦略テーマ（戦略クラスター）の１つに「規制と環境」あるいは「規制と

































































































































































傾向にあることが指摘されてきた（Boiral, 2013; Lougges & Wallace, 2008; 
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